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開  会 

【白﨑企画調整官】  それでは、定刻となりましたので、ただいまから交通政策審議会海事分科

会第４２回船員部会を開催させていただきます。事務局を務めさせていただいております海事人材

政策課の白﨑でございます。よろしくお願いいたします。 

 本日は、委員及び臨時委員総員１７名中１５名のご出席でございます。定足数を満たしているこ

とをご報告申し上げます。 

 続いて、資料の確認をさせていただきます。資料１として、船員教育機関の卒業者の求人・求職

状況、４枚もののものが１部。それから資料２として、交通政策審議会の諮問について、諮問第１

７６号「船員派遣事業の許可について」が１部と、その参考資料としての資料２－１が１部、表紙

を含めて４枚でございますが、これは委員限りの資料でございます。資料３として、交通政策審議

会への諮問について、諮問１７７号「無料の船員職業紹介事業の許可について」が１部と、その参

考資料として、資料３－１が１部、表紙を含めて２枚と、それから資料３－参考が１枚。 

 なお、資料３－１は委員会限りの資料でございます。 

 以上でございますけども、行き届いておりますでしょうか。 

 それでは、議事に入りたいと思います。 

 落合部会長、司会進行をよろしくお願いいたします。 

 

１．船員教育機関の卒業者の求人・求職状況等について 

【落合部会長】  それでは、早速議事に入ることにいたしまして、最初の議題１「船員教育機関

の卒業者の求人・求職状況等について」でありますけれども、事務局のほうからご説明をお願いし

ます。 

【大立船員教育室長】  海事課船員教育室の大立でございます。 

 それでは、船員教育機関の卒業者の求人・求職状況につきまして、資料１に基づきまして説明さ

せていただきます。 

 初めに、調査の対象でございますけども、これについては、商船系大学としまして、東京海洋大

学海洋工学部、神戸大学海事科学部、商船系高専といたしまして、航海系学科と機関系学科及び独

立行政法人の海技教育機構、海上技術学校、これはいわゆる本科というところでございます。それ

と海上技術短期大学校専修科及び海技大学校、これを対象といたしまして、２４年度に東京海洋大

学の海洋工学部及び神戸大学の海事科学部の乗船実習科、それと商船系高専の航海系、機関系の学

科を修了、卒業した者。これは昨年の９月に卒業の時期を迎えております。 
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 それと、海技教育機構の海上技術学校、海上技術短期大学校及び海技大学校、これを修了した者。

これはこの３月で卒業した者でございます。 

 それと、まだ実習を続けておる学科、海上技術学校の乗船実習科というのがございますが、これ

がこの９月まで乗船実習を続けております。したがいまして、ここについては、内定というところ

が入っておりますけども、これらを対象としまして、求人と就職状況を取りまとめたもの。それと

２５年度の入学状況、これを４月１日現在で調査、取りまとめたものというところで、本日、資料

１としてお示ししたところでございます。 

 まず、求人就職状況でございますけども、資料１、１枚目をごらんください。商船系大学といた

しまして、平成２４年度の卒業者数、これについては９６名ございます。これは乗船実習科を修了

したというところで、９６名の者が修了したということでございますけども、そのうち就職を希望

する者というのが８０名、これに対しまして海上産業からの求人というのが１２９件ございました。

前年度から５件ほど上がっております。過去４年間と比べますと大体同等数で推移しているのでは

ないかというふうに見ております。就職希望者数８０名に対しまして、海上に実際に就職した者に

ついては７０名というところでございますけども、いわゆる海上への就職率というところで見ます

と８７.５％、前年度が９４.１％ということでございましたので、６.６ポイントほど減ったという

ところでございます。 

 実際に、３枚目に、参考１としましてグラフをお示ししてございます。商船系の大学、これにつ

いては青い色でお示ししてございますけども、昨年９４.１％から８７.５というところで若干減っ

ているという状況でございます。 

 続きまして、商船系の高専というところでございます。１ページ目、表のほうにまた戻っていた

だきますと、商船系の高専につきましては、２４年度の卒業者数は１７７名、そのうち就職を希望

する者というのが１４５名でございます。海上からの求人件数は６１８件、昨年に比べまして４０

件ほど増えているというようなところでございますけども、この数字につきましては、一企業の求

人が複数の学校にまたがっているというようなところもございますので、その辺のところはお含み

おきいただきたというところでございます。これについても過去４年を見ますと、増加傾向を示し

ておるというところで、特に陸上産業の求人については、昨年に比べまして５００件ほど増えてご

ざいます。これについては、陸上の機械系からの求人が今年度は多かったと聞いております。海上

への就職人数というところでは、１０６名、海上への就職率というところで見ますと７３.１％、前

年度に比べまして、前年度が６１.１％というところございますけども、１２ポイントほど増加して

おります。これについては、その表の内航の部分でございますけども、内航及びカーフェリー／旅
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客船への就職が例年に比べましてかなり増えております。倍近くというところ増えておりまして、

この辺の数字が影響しまして７３.１％に上がっている。参考のグラフでございますけども、急激な

上りというところでございます。 

 次に、海技教育機構の海上技術学校及び海上技術短期大学校でございます。同様に卒業者数は３

７３名、このうち就職希望者数は３３９名、求人が５６９件というところでございます。これにつ

いては、就職希望者数３３９名に対しまして、実際に海上に就職した者が３２７名というところで、

４月、これは内定を含んでおる数字でございますけども、海上技術学校、海上技術短期大学校全体

で９６.５％ということで、前年度と比べまして３.１ポイント増加というところで、海上就職につ

いては高水準を保っているというところでございます。 

 最後に、海技大学校でございます。海技大学校につきましては、卒業者数が２８名、卒業者数と

就職希望者数、これは同数、２８名でございます。海上産業からの求人数については５６件でござ

います。前年に比べまして１７件増加しているというところでございますけども、海上就職につい

ては２７名が海上に就いているというところでございます。 

 参考の１のところでお示ししてございますけども、例年、海上就職率については１００％で推移

しておりましたけども、１名が陸上就職したという結果で、母数が大きいので、１名のところで３.

６ポイント下がるという形で、若干、グラフは下がった形になっております。 

 これを推計しまして、全体の海上産業からの求人件数というのは１,３７２件、前年度で比べます

と１２０件ほど増加という形で推移しております。海上産業への就職率、これは内定も含んだとこ

ろでございますけども、全体で８９.５％、前年度８９％というところでございます。かなり高いと

ころで海上就職を維持している状況でございます。 

 次に、入学状況についてご説明申し上げます。２ページ目をご覧ください。 

 各教育機関ごとに入学定員、応募者数、応募倍率、入学者数を示しております。商船系大学につ

きましては、入学定員３３０名に対して１,５０６名の応募がありました。４.６倍という結果でご

ざいました。この結果、３３６名が入学しております。同様に、商船系高専につきましては２００

名の定員に対しまして４９０名が応募、２.５倍の結果、２１１名が入学。海上技術学校及び海上技

術短期大学校については３５０名の定員に対しまして１,０４７名の応募で、３７８名が入学したと

いうところでございます。この結果につきましては、参考２にグラフをお示ししてございます。 

 大学、商船系高専と海上技術学校、海上技術短大ともに、大体右肩上がりというところで、全体

的に増加傾向というところを示している結果でございました。 

 以上、簡単ですけども、説明を終わらせていただきます。 
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【落合部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、何か本件につきましてご質問、ご意見がございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 

２．船員派遣事業の許可について 

３．無料の船員職業紹介事業の許可について 

【落合部会長】 それでは、次の議題、これは議題２と議題３をまとめて、順次進めたいと思いま

すが、この議題２、議題３に関係いたしましては、個別事業所の許可に関する事項であるというこ

とで、公開いたしますと当事者等の利益を害するおそれがあるということがございますので、船員

部会運営規則第１１条ただし書きの規定に基づきまして、審議を非公開にさせていただきます。 

 マスコミの関係の方をはじめ、関係者以外の方はご退席のほどをお願いいたします。 

（関係者以外退席） 

閉  会 

【落合部会長】 そういたしますと、本日予定いたしました議事は全て終了ということになります

が、ほかに何かございますでしょうか。じゃ、平岡委員、どうぞ。 

【平岡臨時委員】  私のほうから、職業紹介の関係でご質問させていただきたいんですけれども、

現在、陸上においてはハローワーク、船員を対象とする海上においては各地方運輸局の船員職業安

定窓口で求人・求職情報の提供により職業紹介を行っているという状況ですが、特に最近、内航船

ですけれども、司厨部について、過去には国の専門の養成機関があったんですけども、最近、それ

もないために後継者不足が若干懸念されています。最近の傾向としては、各船社においては陸上に

おける調理師経験者等をリクルートしていますが、不足感は依然として解消されていません。そこ

で、調理師資格保有者など、陸上からの供給ソースしかない中で、司厨部、すなわち船舶料理師と

しての職業があることを広め、陸上からの転職をスムーズに行えるようハローワークへの情報の提

供が必要と思われます。そこで質問なんですけれども、ハローワークと船員職業安定窓口との求人・

求職情報の関連について、現在どのようになっているのか、仮に情報共有などの関連性がないとす

るならば、今後、陸上から海上への転職を促す意味からも、特に司厨部関係につきましてはハロー

ワークにおいて求人・求職情報の提供ができるようにお願いしたいということです。 

【落合部会長】  それでは、事務局のほうからお答えいただきたいと思います。 

【古坂雇用対策室長】  それでは、引き続きまして、私のほうから、ただいまの委員のご質問等

にお答えさせていただければと思います。 

 内航におきます船員不足の解消という観点等から、従来から、私どもといたしましては、ハロー
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ワーク等と連携を図っていくという観点をとってございまして、現在行われている内容といたしま

しては、ハローワークでありますとか、ジョブカフェ、こちらにおける船員の職業に関するポスタ

ーであるとかパンフレットの掲示、それから備置、ジョブカフェ等との連携による船員の就職セミ

ナーというのを開催しておりまして、内航船員への就職者の拡大ということを図るための対策をこ

れまでも実施してきたところでございます。 

 また、内航船員の高齢化の著しい進展、これらによる後継者不足の顕著化等を背景にいたしまし

て、当交通政策審議会におきましても、「海事分野における人材の確保・育成のための海事政策のあ

り方」について平成１９年１２月答申が出されておりますが、これに基づきまして、船員の、まず、

海技者の確保、育成の重要性について提言がなされておりますので、さらなるハローワーク等との

連携強化ということで、船員未経験者の就職の促進を図るということが必要不可欠であるという観

点に立ちまして対策をつけ加えさせていただいてございます。その対策といたしましては、現在、

ハローワークでの船員未経験者の船員求人情報の掲示と備置、それから合同面接会等におけます内

航船員に関するブースの出展等、こういう対策を講じまして、船員未経験者の船員への就職促進を

図ってきているところでございます。 

 具体的に、委員のほうから先ほどお話がございました、内航における司厨部の問題でございます

が、今現在、司厨部といいますと、部員という形で、船に乗るときには雇用という形になりますの

で、求人の情報といたしましては、部員で、なおかつ調理師の免許、または調理経験が何年以上と

か、そういう観点しか求人情報としては提示をされておりません。船舶料理士として資格を有して

いなきゃいけないとか、そういう求人情報ではございません。まさに調理経験、または陸上の調理

師としての資格を持っている方という求人があれば、ハローワークにも掲示するなど連携をとれる

ことになってございます。 

 以上でございます。 

【落合部会長】  平岡委員、どうぞ。 

【平岡臨時委員】  今のお話でいきますと、さらなるハローワークとの連携ということで、船員

の求人・求職情報、この辺についてはハローワークのほうにも情報提供し、また備置をしながら合

同の面接というようなお話ですが、これは全般的な話ですよね。司厨部の関係についても、同じよ

うにハローワークのほうへ求人・求職については出すと、そういう理解でいいんですか。 

【古坂雇用対策室長】  不適切な説明及び言葉足らずであったと反省をいたしております。 

 まさに今委員がおっしゃったような観点を含めて、当然、船員未経験者の求人情報を掲示するな

どの連携を図ることとしております。失礼いたしました。 
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【落合部会長】  平岡委員、よろしいでしょうか。 

【平岡臨時委員】  はい。 

【落合部会長】  ほかにございますでしょうか。髙橋委員。 

【髙橋臨時委員】  漁船員の最低賃金の適用についてご質問をさせてください。ご承知のとおり、

ここ数年来、全ての漁船員に最低賃金を適用するようにということで要請をしてきました。当然、

日本はＩＬＯ１３１号の条約というものを批准してかれこれ三十数年たっております。その中で、

これまで４業種、大型いか釣り、遠洋まぐろ、地区最賃におきましては、沖合底びき、それから中

型まき網と、この４業種だけが適用ということになっております。 

 一方、日本政府は、このＩＬＯ１３１号条約に関する年次報告の中で、日本の漁船にはすべから

く最低賃金が適用されているということで報告をしていると思います。これまでも、この船員部会

で何度となく国交省に答弁を求めてまいりましたけども、国交省のほうからは、全漁船に最賃は適

用されている。しかし、具体的な金額が設定をされていないということの答弁をいただいてきたと

いう、こういう歴史がございます。 

 我々も、どうもこの解釈というものに疑問を持たざるを得ないということで、連合を通じて、Ｉ

ＬＯの書記局に問い合わせをしてまいりました。たまたま先週、私がジュネーブのＩＬＯに会議で

出席をした折に、書記局に直接赴きまして担当者から説明を受けてまいりました。今年の６月５日

からＩＬＯの１０２回の総会が開催されるということで、この総会の中で、日本政府に対して、連

合の報告に応じて任意のコメントを送付するように要請するということが、どうも決まるようでご

ざいます。 

 それを受けて若干質問をさせていただきたいと思いますけども、当然、このコメントは６月５日

以降の問題ですから、その前段で、今年のＩＬＯの１３１号条約の年次報告に対して、日本政府と

してどのような回答をするのかということにあわせて、この条約を批准しながら、労使合意がなけ

れば最賃の決定をしないということは条約の違反にならないのかということでございます。 

 また、あとの２つについては要望と質問でございますけども、当然、一挙に、全ての漁船が無理

だということであれば、従来から申し上げていますとおり、いわゆる旧の中型いか釣り漁船、それ

から近海まぐろ漁船員の最賃の適用拡大というものが図れないのかということでございます。 

 さらには、今年の漁業最賃の改正の予定というのがどのようになっているのか教えていただきた

いというように思います。 

 答えらない項目もあるかと思いますので、今日ご回答いただけないものについては、次回の船員

部会、この場でご回答いただければというように思います。 
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 以上です。 

【落合部会長】  それでは、事務局のほう、お願いいたします。 

【白﨑企画調整官】  今の髙橋委員のほうから最低賃金額を定める漁業種の拡大に関するご質問

をいただきました。船員法の適用を受ける船員と労働基準法の適用を受ける労働者で最低賃金制度

が異なる点もございますので、個別のお答えに先立ちまして、最賃制度について少々説明を加えさ

せていただきたいと思います。 

 まず、労働基準法の適用を受ける、いわゆる陸上の労働者につきましては、地域別最低賃金とい

うものが全ての労働者に適用されておりまして、都道府県ごとに最低金額額が設定されております。

それに加えて、一定の業種といいますか、事業所については特定最低賃金というものが適用されて

おります。例えば自動車整備業関係とか、道路貨物運送業関係とか、２５０種の特定最低賃金が適

用されておって、地域別最低賃金を上回る額で賃金額が設定されていると、こういう状況でありま

す。 

 船員につきましては、勤務形態、賃金制度が陸とは異なる、特殊性があるということで、いわゆ

る陸上の労働者のように一律の最低賃金額を決定するということは無理だろうという、こういった

考え方に立ちまして、業種ごとに最低賃金額を決定すると、こういった進め方でこれまできており

ます。業種を徐々に、何次かにわたって拡大してきたと、こういった歴史でございます。 

 具体的にはということですが、委員からもご指摘ございましたが、文言にもございますが、まず、

内航鋼船、鋼船ですね。内航鋼船に乗り組む船員について昭和４３年、その次に旅客船に乗り組む

船員について昭和４８年、それから漁船船員につきましては昭和５６年度から４業種に最低賃金額

が設定されております。 

 最低賃金額を設定する漁業種が何でこの４業種なのかということであるんですけども、おさらい

をしますと、昭和５５年に船員中央労働委員会において建議がなされておりまして、その中で漁業

の多様性、漁船労働の特殊性ということを考えると、全業種について、実情に合った最低賃金を同

時に設定することは困難であろうということで、相対的に雇用が大きい、対象者が多いということ

ですね。かつ、終年操業、年間を通じて操業するという業種の中から未組織船員が存在する業種で

あって、かつ、賃金実態の把握が比較的容易な業種について額を設定しようということとされまし

て、その４業種が決定されて今日に至っております。 

 また、これはＩＬＯのお尋ねとも関係するんですが、最低賃金の調査、審議ですけども、これは

陸上の労働者も船員もそうなんですが、公労使同数をもって構成される組織によって行われてござ

います。労使の平等な参加によって最低賃金額が決定、調整できる仕組みと。これはＩＬＯのまさ
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に求めているものでございますけども、労使の平等な参加によって最低賃金額が決定、調整できる

仕組みというものになってございます。この点、言い方を変えると、ある意味、労使の歩み寄りが

あってこそ、最低賃金額の決定調整というものは実現すると、こういったことにもなるわけでござ

います。 

 お尋ねのありました最低賃金額を設定する漁業種の拡大につきましては、平成８年のころから、

船員中央労働委員会のころですけども、そのころから議論があるものでございます。労働側の委員

からもご発言がございまして、具体的にということで、近海かつお、まぐろ漁業、中型いか釣り漁

業、これについて具体的には定義がなされておりまして、その段階から、まずは労使で話し合って

いただく、協議を進めて、それをスタート台にしようということで、公労使にご理解をいただいて

いるといった形になっていると承知しております。さはさりながら、労使間でその業種拡大に向け

た協議というものにも限界があるということが労働側の要望もありまして、私どもとしては、労使

間の協議が進むように業界団体のほうにも働きかけを行うと、こういった旨を申し上げているとい

うことはご承知のとおりかと思います。 

 ここでお尋ねのほうですけども、まずはＩＬＯ条約との関係ですけども、労使合意がないからと

いって最低賃金額を設定しないということはＩＬＯ違反なのかということについては、それはそう

はならないというふうに解釈してございます。ＩＬＯが求めているというものが、全ての賃金労働

者に対して最低賃金額を設定できる仕組みというものをつくることを求めているということでござ

いますので、仕組み自体は整っているということですので、ＩＬＯとの関係に違反であるというふ

うには認識してございません。 

 それから、ＩＬＯ事務局、今度の総会で日本国に対して何か意見をするということについて、現

時点で承知をしている限りにおいては、委員ご指摘のものについてはまだ承知しておりませんけど

も、これは６月になれば分かることかと思いますので、次回の船員部会においてコメントができた

らと思います。 

 それから、漁業最賃の今年の見通しについてお尋ねがございました。漁業最賃は、去年はまぐろ

といかとそれぞれ行ったわけですけども、今年、どの業種について行う必要があるかということに

ついては、今現在検討中といいますか、情報収集中でございますので、今回の船員部会での答弁は

差し控えさせていただきたいたと思います。 

【落合部会長】  よろしいですか。じゃ、髙橋委員、いかがですか。 

【髙橋臨時委員】  いずれにしても、究極的な目的、目標というのは全ての漁船、いわゆる今言

われるように船員法適用の漁船員の皆さんに最低賃金というものをすべからく適用していただくと
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いうことが我々の目的でもあり、私の個人的な意見でもあります。その辺を十分踏まえていただい

て、最低賃金の設定もないようなところで働いている皆さんの賃金の確保、生活の確保というもの

を十分考えていただいて、早期に最低賃金の設定をしていただくような場を設けていただいたとい

うように思います。 

 以上です。 

【落合部会長】  このポイントについて、何か使用者側のほうからは特にないですか。 

【長岡臨時委員】  すいません。大日本水産会の長岡でございます。 

 特にないんですけれども、状況だけ申し上げておきますと、私ども、この件に関しましては認識

してはございますけれども、当面行ったのは、最近のことではないですけど、ちょっと前、具体的

には昨年の年末ぐらいだったと思いますけれども、今、話題に出ております近海かつおの漁業団体

及び中型いか釣り漁業団体と若干の情報交換をさせていただいております。その中でありましたの

は、簡単に申し上げますと、それぞれ、近海かつおに関しては地域性の問題があると。そういうこ

とで、業種として統一的に最低賃金を設けることに関しては問題があるというふうなお話。それか

ら、中型いか釣りに関しましては、そもそも中型いか釣りの業種の賃金の決め方、現行制度が最低

賃金となじまない部分があるので、これについては難しいというような話を伺っているところです。 

 簡単ですけど、以上です。 

【落合部会長】  よろしいでしょうか。もしよろしければ、この論点につきましては、このあた

りで終わらせてもらうということにいたしまして、そのほかで特にご発言等はございますでしょう

か。 

 それでは、特にないようですので、事務局のほうからもし連絡事項等があったらお願いいたしま

す。 

【白﨑企画調整官】  次回の部会の開催日程につきましては、部会長にお諮りいたしまして改め

てご連絡をさせていただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

【落合部会長】  そうしますと、以上をもちまして、交通政策審議会の海事分科会の４２回の船

員部会というものを閉会ということにさせていただきます。 

 お忙しいところ、ご出席いただきまして、どうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


